
（英文名称・略称）

邦　　貨 外貨１ 外貨２
（千　円） （千ドル） （千　　　）

860,000 0
950,000 0

1,500,000 0

当該年度の収入 15,014,319
１位 日本 860,000 90.1 当該年度の支出 11,955,569
２位 豪州 78,000 8.2 次年度への繰越 3,958,750
３位 インド 10,300 1.1
４位 ニュージーランド 6,300 0.7
５位

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

 　当該機関重要ポストへの邦人職員送り込みについての具体的な計画

設立を提唱し、最大の拠出国である我が国が東アジア統合推進に向け、外国職員とのバランスに配慮しつ
つ、積極的に職員を派遣。

（注）我が国と各国とは会計年度が異なるため、拠出率については暦年となっている。

　　邦人職員が占めている幹部ポスト

事務総長 西村　英俊 経済産業省出身
総務部長 春日原　大樹 経済産業省より派遣

　邦人職員数
　うち幹部以上

　　　　　１７人 　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率

　４４人

　うち　２　人 　　　３８．６　％

最高意思決定機関である理事会（参加１６カ国から各１名で構成）及び学術的・専門的な観点から助言を行う
学術諮問会議（指導的な学術研究者９名で構成）等において、毎年度の事業計画及び結果について報告・
評価されている。また、東アジア・サミット等において、東アジア各国の首脳レベルに対し、ERIAの研究結果
が報告されている。

 　拠出上位５ヶ国・地域・機関等　（２００９年のもの） 国際機関等の財政

国　　　　名
金額

（千円）
拠出率（注）

（％）
（2009年度決算）（米ドル）

会計検査機関名

ＫＰＭＧ

　当該機関等に対する我が国としての評価
　（合理化、機能強化のための改革が行われているか，当該機関等の政策に対する我が国の意見の反映度を含む）

平成２０年度 円建て
平成１９年度 円建て

　　当該拠出金の目的・用途等 東アジアの経済統合のための調査研究等に係る資金等

　最近３年間の我が国支払額及びＯＤＡ率

レート ODA率（％）
単   位

平成２１年度 円建て

　所管官庁担当局課名 経済産業省通商政策局アジア大洋州課

　拠出金名：東アジア経済統合研究協力拠出金

 　国際機関等名
東アジア・アセアン経済研究センター

Economic Research Institute for ASEAN and East Asia （ＥＲＩＡ）

種　　　別 　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　


